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１　研究の概要（背景・目的等）
　一関市では、発達障がい児に対する支援が、保健・福祉サイド、教
育サイドともに、全国的にも早い時期から意欲的に取り組まれてきた。
しかし、近年の行政機構改革や地域資源の増加と共に、継続的な支
援が滞るケースや、円滑に接続されないケースが生じるなど、“一関
システム”本来の目的が十分機能しているとは言い難い課題が指摘
されるようになった（例えば、支援に必要な情報が得られない、担当者
同士の知識量や経験の差に左右されるなど）。このように、児童発達
支援や放課後等デイサービスは増えてきているが、現行システムの
中での位置づけが不明確なままであり、地域資源が増えることは良い
ことにも関わらず、支援の質の向上に寄与する機関間連携は思うよう
に進んでいない。訪問される園や学校でも、互いの立場を理解して対
応できているとは限らず、必要な支援に支障をきたす現状がある。
　そこで、現行システムの課題を抽出し、課題解決に必要な方
法を分析・検討する。具体的には、園、療育機関、学校、そして放
課後等デイサービス間の引継ぎをはじめとする連携システムを
円滑に機能させるために、①相手に求めたい内容・情報・サー
ビス、②提供できる内容・情報・サービスと提供できない内容・情
報・サービス等を整理する。その上で、必要最低限の支援がどこ
でも同じように受けられるようにするための、現場で実行可能な
ユニバーサルデザインについて分析・検討を行う。加えて、放課
後等デイサービスが行う保育所等訪問支援をどのように位置づ
けながら地域のシステムとして構築していけるか検討する。
　これらの結果を“一関システム”に反映させ、児童発達支援
や、放課後等デイサービスに求められる役割と機能を明確にす
ることが、切れ目のない継続的な支援の実現に繋がり、とりわけ、
一関市に居住する発達障がい児の地域における健全育成に繋
がっていくことが期待できる。
２　研究の内容（方法・経過等）
　2018年2月〜3月にかけて、一関市内の全ての小学校と中学
校を対象に、質問紙調査を実施した。回答者は、特別支援教育
コーディネーターの教師、もしくはそれに相当する方1名とした。
質問内容は、学校と放課後等デイサービス事業所との連携に関
する内容９項目、一関における発達障がい児に対する支援シス
テムについて、教育・福祉・医療・心理・労働等、機関間の連携に
おける課題（願望・不安・要求・問題点等）に関する内容４項目で
ある。
３　これまで得られた研究の成果
⑴学校と放課後等デイサービス事業所との連携
①小学校調査
　一関市内の小学校全33校に発送し、回収数31（回収率
93.93％）であった。
　平成29年度に、放課後等デイサービス事業所を利用した児
童がいると答えた小学校は17校（54.8％）、いないと答えた小
学校は14校（45.2％）であった。利用児童のいる小学校のうち、
事業所との間で子どもの情報のやり取りに課題があると答えた
学校は6校（35.5％)あった。情報のやり取りの課題として自由記
述回答された内容をTable1に挙げる。「情報交換する時間の確
保」、「事業所での児童の様子の把握」、「下校時刻の確実な共
有」、「学校と事業所での学習のしかたの違いに関する保護者の
悩み」、「進路についての相談内容の共有」などが指摘された。
　小学校と事業所との間で、情報交換のために、行っている
取り組みがあるか尋ねたところ、あると回答した小学校は11校
（35.5％）、ないと回答した小学校は17校（54.8％）、無回答3
校（9.7％）であった。情報交換のために行っている取り組みとし
て自由記述された回答の代表的な内容をTable2に挙げる。「事
業所職員の学校訪問や授業見学」、「送迎時の体調等の伝達」、
「ケース会議や相互の指導計画の交流」、「事業所から家庭へ
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の連絡ノートの閲覧」、「学校の週予定の配布」、「教員の事業所
訪問や活動見学」、「連絡ノー トへの記入」、「電話での情報のやり
とり」などが指摘された。
　放課後等デイサービス事業所で作成した障がいのある児童の
「個別の支援計画」を見たことがあるか尋ねたところ、「ある」と
回答した小学校が3校（9.7％）、「ない」と回答した小学校が25校
（80.6％）、無回答の小学校が3校（9.7％）であった。
　また、小学校が作成する「個別の指導計画」や「個別の教育
支援計画」について、「全員に作成している」「一部の児童に作
成している」場合、内容について、事業所と情報交換することは
あるか尋ねたところ、「全員ある」1校（9.1％）、「多くの児童に
ある」0校（0％）、「少しの児童にある」2校（6.5％）、「ない」17校
（54.8％）、「無回答」11校（35.5％）であった。
②中学校調査
　一関市内の中学校全18校に発送し、回収数は14（回収率
77.77％）であった。
　平成29年度に、放課後等デイサービス事業所を利用した生
徒がいると答えた中学校は、2校（14.3％）、いないと答えた中学
校は、12校（85.7％）であった。利用生徒のいる中学校のうち、
事業所との間で子どもの情報のやり取りに課題があると答えた
学校は、0校（0％)あった。
　中学校と事業所との間で、情報交換のために行っている取り組
みがあるか尋ねたところ、あると回答した中学校は4校（28.6％）、
ないと回答した小学校は9校（64.3％）、無回答1校（7.1％）であっ
た。情報交換のために行っている取り組みとして自由記述された
回答の代表的な内容をTable3に挙げる。
　放課後等デイサービス事業所で作成した障がいのある児童
の「個別の支援計画」を見たことがあるか尋ねたところ、「ある」
と回答した中学校が0校（0％）、「ない」と回答した中学校が14校
（100％）であった。
　また、中学校が作成する「個別の指導計画」や「個別の教育支
援計画」について、「全員に作成している」「一部の児童に作成し
ている」場合、内容について、事業所と情報交換することはある
か尋ねたところ、「全員ある」0校（0％）、「多くの児童にある」0校
（0％）、「少しの児童にある」1校（7.1％）、「ない」8校（57.1％）、
「無回答」5校（35.7％）であった。
⑵一関における発達障がい児に対する支援システムの連携に
おける課題（願望・不安・要求・問題点等）
①小学校
　一関における発達障がい児に対する支援システムについて、
教育・福祉・医療・心理・労働等、機関間の連携において、課題
（願望・不安・要求・問題点等）を尋ねたところ、自由記述された
回答の代表的な内容をTable4に挙げる。
③中学校
　②小学校と同様に、一関における発達障がい児に対する支援
システムについて、教育・福祉・医療・心理・労働等、機関間の連
携において、課題（願望・不安・要求・問題点等）を尋ねたところ、
自由記述された回答の代表的な内容をTable5に挙げる。
４　今後の具体的な展開
　次年度は、学校との連携先（放課後等デイサービス等）を対象
に同様の内容で調査し、調査結果を横並びにして連携の課題を
分析する。両者の要望と提供可能な内容・情報・サービスを整理
し、一関システムへの提言をまとめていく。
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